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出口正義教授　近影
＜生年月日＞
昭和２３年１２月３０日　千葉県館山市に生まれる
＜学歴＞
昭和４６年３月　上智大学法学部卒業
昭和４６年４月　上智大学大学院法学研究科法律学専攻修士課程入学
昭和４８年３月　同上修了
昭和４８年４月　上智大学大学院法学研究科法律学専攻博士課程入学
昭和５１年３月　同上博士課程単位取得満期退学
＜学位＞
昭和４８年３月　法学修士（上智大学）
＜職歴＞
昭和５１年４月　旭川大学経済学部講師
昭和５６年１０月　小樽商科大学短期大学部助教授
昭和５８年１０月　文部省内地研究員（短期）として東京大学法学研究科に留学
昭和６０年４月　筑波大学社会科学系助教授
平成４年１月　同上教授
平成９年８月　文部省在外研究員（長期）としてカリフォルニア大学へイスティン
グス法科大学院（サンフランシスコ）に留学
平成１５年４月　筑波大学大学院人文社会科学研究科教授
＜学会活動＞
昭和５１年　日本保険学会会員（平成１５年～平成１９年理事、平成２０年～平成２２年理事長）
昭和５５年　日本私法学会会員
昭和５８年　日本海法学会会員
昭和５８年　日本空法学会会員
３
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＜社会的活動＞
昭和６３年　茨城県消費者保護審議会委員
平成１５年　つくば市市民活動センター懇談会座長
平成１６年　つくば市行政改革懇談会座長
平成１６年　つくば市入札事務評価委員会委員長
平成１６年　茨城県入札監視委員会委員
平成１６年　つくば市総合計画審議会会長
平成１７年　人文社会科学研究科プロジェクト「筑波山を中心とする文化資源再生プ
ロジェクト―つくば市民の文化的Identityを求めて（筑波山ルネッサン
ス）」企画責任者
平成１８年　第一生命保険相互会社支払審議会委員長
平成１８年　財団法人損害保険事業総合研究所評議員
平成１８年　東京海上日動火災保険株式会社支払審査会委員
平成１９年　国土地理院発注者綱紀保持委員会委員
平成１９年　財団法人かんぽ財団調査研究助成対象者審査委員会委員
平成２０年　第一生命保険相互会社評議員
平成２０年　日本保険学会理事長
平成２０年　日本アクチュアリー会評議員
平成２１年　つくば市総合計画審議会会長
平成２１年　茨城県情報公開・個人情報保護審査会委員
平成２１年　大学評価委員会法学系主査（財団法人大学基準協会）
平成２２年　大学評価委員会法学系主査（財団法人大学基準協会）
平成２２年　財団法人損害保険事業総合研究所理事
平成２２年　つくば市オンブズマン（つくば市臨時特別職員）
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主要著書
・『現代企業法入門（新訂版）』中央経済社（昭和５８年）共著
・『新損害保険双書２自動車保険』文眞堂（昭和５８年）共著
・『商法総則・商行為法』青林書院（平成２年）共著
・『会社法』青林書院（平成３年）共著
・『株主権法理の展開』文眞堂（平成３年）単著
・「株主名簿の記載の効力」吉川栄一・出口正義編『商法・保険法の現代的課題』
（石田満先生還暦記念）文眞堂（平成４年）共編著
・「相互会社の株式会社への組織変更と社員に対する補償のあり方」『生命保険相互
会社の株式会社化に関する法的諸問題』生命保険文化研究所（平成５年）共著
・「保険事業の規制緩和と支払保証基金のあり方」『生命保険支払保証基金に関する
諸問題』生命保険文化研究所（平成６年）共著
・「経営危機対応制度に関する日本とドイツの比較法的考察」『諸外国における生命
保険会社の破綻事例に見る法的諸問題』生命保険文化研究所（平成７年）共著
・「定款による株式譲渡の制限」竹内昭夫編『特別講義商法Ⅰ』有斐閣（平成７年）
共著
・「譲渡担保と被保険利益」石田満編『保険と担保』文眞堂（平成７年）共著
・「ドイツ保険監督法における責任アクチュアリーおよび独立受託者」『生命保険会
社の法定会計のあり方』生命保険文化研究所（平成８年）
・「保険監督の任務」『生命保険会社と早期警戒制度』生命保険文化研究所（平成８
年）共著
・「監査役の訴訟代表権と株主代表訴訟」『企業結合法の現代的課題と展望』（田村
淳之輔先生古稀記念）商事法務（平成１４年）共著
・「搭乗者傷害保険と慰謝料斟酌の可否」川井健・田尾桃二編『転換期の取引法』
商事法務（平成１４年）共著
・「保険法と要件事実」企画委員代表伊藤滋『要件事実の現在を考える』商事法務
（平成１６年）共著
・『生命保険の法律相談』学陽書房（平成１８年）監著
５
業績目録
・「株主の平等」江頭憲治郎・門口正人編集代表『会社法大系第２巻［株式・新株予
約権・社債］』青林書院（平成２０年）　共著
・「会社の解散」落合誠一編『会社法コンメンタール第１２巻』商事法務（平成２１年）
共著
・「計算等」奥島孝康・落合誠一・浜田道代編『新基本法コンメンタール会社法２』
日本評論社（平成２２年）共著
主要論文
・「株主の議決権制限の法理」上智法学論集１９巻１号（昭和５０年）
・「株主平等の原則（１） ～ （３）」旭川大学紀要７号・８号・９号（昭和５３年～５４年）
・「株主の誠実義務（１） ～ （５）」商学討究（小樽商大）３３巻１号・３４巻１号・３４巻
３号・３６巻１号、筑波法政（筑波大学）１０号（昭和５７年～昭和６１年）
・「取締役の議決権排除」筑波法政１０号（昭和６２年）
・「株式の共同相続と商法２０３条２項の適用に関する一考察」筑波法政１２号（平成元
年）
・「議決権なき株主の共益権に関する一考察」司法研究所紀要４巻（日本大学）（平
成４年）
・「重複保険の告知・通知義務違反―傷害保険を中心として」損害保険研究５４巻２
号（損害保険事業総合研究所）（平成４年）
・「株主代表訴訟と株主権の濫用」筑波法政１８号（平成７年）
・「保険契約の包括移転に関する一考察」損害保険研究５９巻２号（損害保険事業総
合研究所）（平成９年）
・「保険会社の破綻と国の責任」上智法学論集４１巻４号（平成１０年）
・「保険監督と苦情処理」文研論集１２５号（生命保険文化研究所）（平成１０年）
・「ドイツの保険監督と支払保証制度」文研論集１３０号（生命保険文化研究所）（平
成１２年）
・「委員会等設置会社の立法の意義」ジュリスト１２２９号（有斐閣）（平成１４年）
・「法人の機関の保険事故招致に関する一考察」損害保険研究６５巻３・４号合併号
（損害保険事業総合研究所）（平成１６年）
・「ドイツ保険監督法における責任アクチュアリーの法的地位」筑波法政３７号（平
成１６年）
６
・「ドイツ保険監督法における責任アクチュアリーの任務」筑波法政４５号（平成１８
年）
・「保険金等の支払い問題と保険監督のあり方」保険学雑誌６０１号（平成２０年）
・「保険法の若干の解釈問題に関する一考察」損害保険研究７１巻３号（損害保険事
業総合研究所）（平成２１年）
・「株主提案権と少数株主による株主総会の招集」浜田道代・岩原紳作編『会社法
の争点』（有斐閣）（平成２１年）
・「保険募集規制のあり方に関する一考察」生命保険論集１６８号（生命保険文化セン
ター）（平成２１年）
判例解説・批評
・「持分共有と議決権行使」（最判昭和５３・４・１４民集３２巻３号６０１頁）別冊ジュリス
ト・会社判例百選第４版
・「株式信託契約の効力」（大阪高判昭和５８・１０・２７高裁民集３６巻３号２５０頁）ジュリ
スト８１９号
・「商法２６６条の３第１項の『第三者』の範囲」（横浜地判昭和５８・３・１７判時１０９５号
１５０頁）ジュリスト８６７号
・「公益法人における手続瑕疵と理事会決議の効力」（東京地判昭和５９・６・１４判時
１１４８号１３１頁）ジュリスト８８３号
・「代表取締役辞任の方法及び名目的代表取締役の対第三者責任」（東京高判昭和
５９・１１・１３判時１１３８号１４７頁）ジュリスト８９６号
・「商法２０６条１項の『氏名』の意義」（東京地判昭和６３・１・２８判時１２６９号１４４頁）
判例評論３５６号（判時１２８２号）
・「譲渡制限違反の株式譲渡の効力」（最判昭和４８・６・１５民集３２巻３号６０１頁）別冊
ジュリスト・新証券・商品取引判例百選
・「公益社団法人の理事と商法２６６条の３の類推適用」（東京地判昭和６０・１１・１５判時
１１８３号１０８頁）ジュリスト９２６号
・「杜撰な事業計画で倒産したゴルフ場会社取締役の対第三者責任」（東京地判昭和
６２・５・１１判時１２７４号）ジュリスト９９１号
・「合名会社の社員持分の共同相続と権利行使者の指定」（最判平成４・１・２４民集
４６巻１号２８頁）法学教室１４４号
７
・「役員２名の合名会社における除名請求の可否」（山形地裁酒田支判平成３・１２・
１７判時１４２５号１２７頁）判例評論４０９号（判時１４４２号）
・「合資会社有限責任社員の退社と払戻持分額の評価方法」（東京地判平成７・４・
２７判時１５４１号１３０頁）判例評論４４６号（判時１５５５号）
・「搭乗者傷害保険金の損害賠償額からの控除の可否」（最判平成７・１・３０民集４９
巻１号２１１頁）別冊ジュリスト・平成７年度重要判例解説
・「分割保険料不払による保険者の解除」（福岡地判昭和６０・８・２３判時１１７７号１２５
頁）別冊ジュリスト・損害保険判例百選（第２版）
・「代理店の不法行為責任と保険者の募取法１１条の責任の可否」（東京地判平成６・
３・１１判時１５０９号１３９頁）損害保険研究５８巻２号
・「自家用自動車保険普通保険約款の搭乗者傷害条項にいう『正規の乗車用構造装
置のある場所』の意義」（最判平成７・５・３０民集４９巻５号１４０６頁）NBL６００号
・「自動車保険約款賠償責任条項中の事故招致免責条項にいう『故意』の意義」（最
判平成４・１２・１８判時１４４６号１４７頁）別冊NBL３０号
・「貸金債権の未発生の利息の支払のために振り出された手形であることの認識と
悪意の抗弁の成否」（最判平成７・７・１４判時１５５０号１２０頁）別冊NBL４５号
・「使用者責任が否認されるべき取引相手方の重過失の意義」（最判平成６・１１・２２
判時１５４０号４２頁）別冊NBL４５号
・「譲渡担保の目的物に対する被保険利益」（最判平成５・２・２６民集４７巻２号１６５３
頁）別冊ジュリスト・平成５年度重要判例解説
・「支払人と受取人の兼併」（大審院大正１３・１２・２５民集３款１２号５７０頁）手形小切手
判例百選（第３版）
・「一般線引の効力を排除する旨の特約の効力」（最判昭和２９・１０・２９裁判所時報１７１
号１６９頁）手形小切手判例百選（第５版）
・「持分共有と議決権の行使」（最判昭和５３・４・１４民集３２巻３号６０１頁）別冊ジュリ
スト・会社判例百選（第４版）
・「ゴルフ倶楽部入会証書と公示催告申立の可否」（東京高決昭和５２・６・１６判時８５８
号１０１頁）別冊ジュリスト・商法（総則・商行為）判例百選（第３版）
・「傷害保険における重複保険の告知・通知義務違反の効力」（東京地判昭和６３・２・
１８判時１２９５号１３２頁）ジュリスト１００１号
・「他車運転危険担保特約２条但書にいう『常時使用』の意義」（函館地判平成元年
８
元・７・１２）ジュリスト１０２８号
・「預託金制ゴルフクラブ会員の除名の効力と会員権の消滅時効」（東京地判平成
３・１０・１５判時１４３４号８５頁）ジュリスト１０４７号
・「名義書換請求を経ない株主地位の会社に対する対抗」（名古屋高判平成３・４・
２４高民集４４巻２号４３頁）ジュリスト１０６４号
・「預託金会員制ゴルフクラブの会員の死亡と相続人の会員資格」（東京高判平成
４・３・３１判時１４４４号７３頁）ジュリスト１０８４号
・「預託金会員制ゴルフ会員権の名義書換の意義」（大阪地判平成５・７・２３判時
１４８２号１２８頁）ジュリスト１１１２号
・「保険契約者・保険金受取人の変更と商法２６５条の適用」（仙台高決平成９・７・２５
判時１６２６号１３９頁）ジュリスト１１５４号
・「返済能力のない会社への貸付・連帯保証と取締役の善管注意義務等」（東京地判
平成９・１２・１９判時１６５９号１１７頁）ジュリスト１１７７号
・「火災保険契約の地震免責条項等の情報開示説明義務の存否」（函館地判平成１２・
３・３０判時１７２０号３３頁）ジュリスト１２１５号
・「傷害保険における偶然性の立証責任と重複保険の告知義務違反による契約解除」
（東京地判平成１２・５・１０金商１０９９号４２頁）損害保険研究６４巻２号
・「被保険者死亡後保険金受取人の保険金請求権の放棄の意義」（京都地判平成１１・
３・１金商１０６４号４０頁）損害保険研究６１巻４号
・「重複保険の告知・通知義務違反を理由とする契約解除」（大阪高判平成１４・１２・
１８判時１８２６号１４３頁）損害保険研究６６巻２号
・「会社が保険契約者及び保険金受取人である生命保険契約において取締役の故意
による被保険者殺害と保険者免責の可否」（最判平成１４・１０・３民集５６巻８号１７０６
頁）NBL７７０号
・「事前の提訴請求手続の瑕疵と株主代表訴訟の適法性等」（大阪地判平成１２・５・
３１判時１７４２号１４１頁、大阪地判平成１２・６・２１判時１７４２号１４１頁）ジュリスト１２４１
号
・「脅迫に応じた取締役の行為と善管注意義務・忠実義務違反の存否等」（東京地判
平成１３・３・２９判時１７５０号４０頁）ジュリスト１２６２号
・「署名後流通前の紛失手形と除権判決」（最判昭和４７・４・６民集２６巻３号４５５頁）
別冊ジュリスト・手形小切手判例百選（第６版）
９
・「死亡保険金請求権の消滅時効の起算点」（最判平成１５・１２・１１民集５７巻１１号２１９６
頁）民商法雑誌１３１巻１号
・「火災共済契約の実質的契約者の事故招致と共済者免責の可否」（札幌地判平成
１４・８・１判タ１１２４号２５７頁）ジュリスト１２８４号
・「銀行の元頭取ら役員および監査法人に対する有価証券報告書の虚偽記載を理由
とする株主の損害賠償請求等」（大阪高判平成１６・５・２５判時１８６３号１１５頁）判例
評論５５５号（判時１８８５号）
・「養老保険契約に基づく死亡保険金請求権と民法９０３条１項の特別受益性」（最判
平成１６・１０・２９民集５８巻７号１９７９号）損害保険研究６７巻３号
・「全遺産を『相続させる』遺言と遺言執行の余地」（東京地判平成１５・１１・１２判タ
１１５５号２７７頁）ジュリスト１３０７号
・「議決権行使阻止工作と利益供与」（東京地判平成７・１２・２７判時１５６０号１４０頁）別
冊ジュリスト・会社法判例百選
・「自動車総合保険普通保険約款５章（車両条項）１条にいう『偶然な事故』」（最
判平成１８・６・１金商１２４４号４３頁）損害保険研究６８巻３号
・「買収防衛策としての第三者割当増資と公正な発行価額」（東京地決平成１６・６・
１判時１８７３号１５９頁）ジュリスト１３３９号
・「合意による保険金支払の履行期の延期と消滅時効の起算点」（最判平成２０・２・
２８判時２０００号１３０頁）私法判例リマークス３８号
・「他車運転危険担保特約にいう『常時使用』」（福岡高判平成１９・１・２５判タ１２３９号
３１９頁）石田満編・保険判例２００９所収
・「建物の事実上の管理者による放火と保険者免責の可否」（大阪地判平成２１・３・
２７判時２０４５号１３９頁）石田満編・保険判例２０１０所収
・「未払込分割保険料の払込と保険金債務の履行期」（千葉地判平成２０・３・２７判タ
１２８３号２３８頁）石田満編・保険判例２０１０所収
・「分割保険料不払いによる保険者の免責」（福岡地判昭和６０・８・２３判時１１７７号１２５
頁）別冊ジュリスト・保険法判例百選
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